
 
第３章          関係機関の責務と役割 
 

  第１節 関係機関の責務等 

 

 国民保護措置等の実施主体である町及び国・府等の関係機関の責務等は、次のとおりで

ある。 

  

１ 国 

 国は、その組織及び機能のすべてを挙げて自ら国民保護措置等を的確かつ迅速に実施

し、又は地方公共団体及び指定公共機関が実施する国民保護措置等を的確かつ迅速に支

援し、並びに国民保護措置等に関し国費による適切な措置を講ずること等により、国全

体として万全の態勢を整備するものとされている。 

  

２ 府 

 府は、自ら住民に対する避難の指示、避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処など

の国民保護措置等を的確かつ迅速に実施するとともに、府域において関係機関が実施す

る国民保護措置等を総合的に推進するものとされている。 

  

３ 町 

 町は、自ら警報等の住民への伝達や避難誘導、避難住民等の救援、武力攻撃災害への

対処などの国民保護措置等を的確かつ迅速に実施するとともに、町域において関係機関

が実施する国民保護措置等を総合的に推進する。 

  

４ 消防本部 

 消防本部は、武力攻撃災害への対処や避難住民等の救援を行うとともに、警報等の住

民への伝達、避難住民の誘導などの措置を行う。 

  

５ 消防団 

 消防団は、町長の指揮の下、武力攻撃災害への対処を消防本部と協力して行うととも

に、警報等の住民への伝達、避難住民の誘導などの措置を他の関係機関と連携して行う。 

 



 

６ 府警察 

 府警察は、住民避難等のための交通規制を実施するとともに、町長等の要請に応じて、

避難住民の誘導や生活関連等施設の警備などの措置を行うものとされている。  

 

７ 第五管区海上保安本部等 

 第五管区海上保安本部等は、船舶内に在る者への警報等の伝達や避難住民の誘導、武

力攻撃災害への対処などの措置を行うものとされている。 

  

８ 自衛隊 

 自衛隊は、知事から避難住民の誘導、避難住民等の救援、武力攻撃災害への対処等の

国民保護措置等に関する要請を受けた場合で、防衛大臣が事態やむを得ないと認めると

き、その主たる任務である我が国に対する侵略を排除するための活動に支障が生じない

範囲で、可能な限り国民保護措置等を実施するものとされている。 

  

９ 指定（地方）公共機関 

 指定（地方）公共機関は、国民保護法で定めるところにより、その業務について、国

民保護措置等を実施するものとされている。 

  

10 住民の協力 

 町等は、国民保護法の規定により、①避難住民の誘導に必要な援助、②避難住民等の

救援に必要な援助、③消火、負傷者の搬送、被災者の救助その他の武力攻撃災害への対

処に関する措置に必要な援助、④保健衛生の確保に必要な援助について、安全性の確保

に配慮したうえで、自発的な協力が得られるよう要請することができることとされてい

る。  

 


